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これらの条件が整っていれば、

市民はPIを通して計画策定手続き

や計画案自体の良否について判断

できるのです。

その際、異なる市民との意見の

相違をお互いに理解できるのもPI

の重要な役割です。PIは意見集約

を目的としません。そのため、最

後まで異なる意見を持つ市民もい

るでしょう。自分の意見が反映さ

れないことに納得できない市民も

いると思われます。計画主体が計

画を決める前には、市民意見に対

して反映したことや反映しなかっ

たことについて、合理的な理由を

付して公表することが必要と考え

ます。

計画の目的や手段を
決めるために
以上がPIの役割です。次に計画

の決定をどのように考えればよい

でしょうか。チューデンという人

が過去に整理しました。社会にお

いて計画の目的と手段の両方が不

決める前に
問うこと
PI（パブリック・インボルブメ

ント）を知っていますか。世の中

には、似た言葉が氾濫しています

ね。市民の参加、参画、関与、協

働、そしてPI、様々です。

「決定の責任を持つ主体が法律

等で明らかな場合に、その主体が

計画等を決める前に、適切な内容

の参加機会を広く提供しつつ、市

民等のニーズに基づいた妥当な要

求に対応すること」、これがPIで

す。要するに、「決める前に十分

に問う」行為がPIなのです。

たとえば、「住民参加で決定」

といった言葉からは、住民独自の

決定を連想するかもしれません。

そのような状況がないとは言いま

せんが、社会資本整備の場面では

通常、行政等の計画主体や事業主

体が責任を持って最終判断を下す

ことが定められています。PIはそ

の仕組みを変えてしまうものでは

ありません。

だからと言って、市民の意見を

活環境の悪化を避けたいとか、自

分ももっと良い生活や環境を求め

たいとか、ごく自然で当然な要求

として現れてきます。

市民の要求や関心に
向き合うこと
このとき市民には3種類の妥当

な要求があるといわれます。これ

は哲学者ハーバーマスの提唱した

コミュニケーションの要件という

考え方で、①客観的真理性に基づ

く要求（自分は真理を表明してい

る）、②規範的正当性に基づく要

求（自分は正しい規範に従ってい

る）、③主観的誠実性に基づく要

求（自分は意図通りのことを誠実

に述べている）の3つです。

これらが直接表明されず、懸念

や関心事として示されることもあ

ります。そのときには「本質的関

心事」（環境はもっと悪くなるは

ずだ）、「手続き的関心事」（情報

をちゃんと公開していない）、「心

理的関心事」（談合ばかりで信用

できない）といった3種の懸念や

聞かず行政が勝手に計画を決めて

しまっても、その後大きな反対を

受けてストップするかもしれませ

ん。そのようなリスクを減らすた

めにも、「決める前に十分に聴い

ておく」ことが必要なのです。

市民のニーズを
把握すること
さて、市民は計画の存在とは別

に、もともとニーズを持っていま

す。心理学者のマズローによれば、

ニーズには、①生理的欲求（たと

えば、騒音で眠れない生活はいや

だ）、②安全欲求（安全に暮らし

たい）、③所属欲求（隣人と離れ

たくない）、④尊敬・承認欲求

（コミュニティで尊敬されたい）、

⑤自己実現欲求の5つの階層があ

るとされます。このうちPIの場面

では、市民の安全欲求や所属欲求

などが地域ニーズの根底にあっ

て、強く関わると考えられます。

構想や計画が示されると、市民

に新たな要求が生じます。それは

自分自身のニーズに照らして、生

関心事になります。

「決める前に問う」場面では、

これらの関心事に直接回答するこ

とが重要です。すれ違いやボタン

の掛け違いは、相手の関心事に直

接向き合わない場合や、それを理

解しない場合に起こるのです。

PIを適切に
実施するために
それでは行政等の計画主体側に

は、どのようなPIの実施が求めら

れるのでしょうか。「決める前に

問う」行為を適切に行うため、概

念的には、①手続き・情報の透明

性（計画情報や手続きが広く公開

されていること）、②説明方法の

説得性（説明責任が全うされてい

ること）、③対話機会の十分性

（コミュニケーションが十分に行

われていること）、④意見反映の

納得性（計画づくりへの意見反映

に社会が納得できること）という

4つの条件を整える必要があると

考えられます。

確実性を持たず100パーセント確

かなら、すべて「計算」によっ

て決められます。目的も手段も

共に不確かなら、「リーダーの直

感」に頼るか、あるいは社会が

「混沌」に陥るかの何れかだとい

います。一方、目的は不確かで

も、それさえ定めれば目的達成

の手段は明快というなら、「譲歩」

や「歩み寄り」で目的を決めら

れ、手段が不確かでも目的が確

かなら「判定」によって手段を

確定できるといいます。

仮に行政等の計画主体が目的

も手段も明快だと思っていても、

市民の側からは曖昧に映ってい

るかもしれません。そのような

ときに、PIが必要になります。譲

歩や歩み寄りで目的を定める努

力には多くの主体が関わるで

しょう。また、社会が判定に

よって手段を定めるには、専門

家等の意見が相対的に重要かも

しれませんが、市民が納得する

説明や対話も必要です。

PI［パブリック・インボルブメント］導入手引き
屋井　鉄雄 東京工業大学総合理工学研究科教授
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能登半島地震が
発生した今年3月

北陸電力志賀原子力発電所で、

8年前の臨界事故が発覚した。さ

らに電力各社は、原発関係を含む

多数の未報告事故を公表し、住民

の安全を脅かした。

さらに5月、大型連休の「子供の

日」、大阪エキスポランドのジェット

コースターが脱線。1名死亡、19名

負傷の事故が起きた。新聞報道で

は、「所管はしているが、原因究明

や安全管理の専門家はいません」

と行政の指導部署は答えている。

法的拘束力はおろか、安全基準も

なかったという。この事故により全

国の同様施設が、安全とはいえな

い状態で運営していたことが判明

した。昨年6月に起きたエレベー

ター事故による高校生死亡や、同

年7月、埼玉県ふじみ野市営プール

の小学生死亡事故においても、管

理責任が問われている。

一昨年4月、JR西日本の福知山

線で列車が脱線。死亡107名、重

軽傷562名の大事故が起きた。国

鉄時代の「安全優先」が、民営化に

よって崩れたことも理由の1つとい

われている。一昨年はまた、マン

ションの耐震構造計算で偽装問題

が発覚した。

現在は、何でも規制緩和の流れ

にあるが、行政による監督業務ま

でも、民間に移してしまっているこ

とに衝撃を受けた。エレベーター

の安全も含めて、俄
にわ

かにマンション

管理組合や住民が、対応を迫られ

ることになったからである。

企業の安全対策の限界と
東海村放射能漏れ

『平成11年9月30日に茨城県東海

村の民間ウラン加工施設「JCO」で

起きた国内初の臨界事故から1カ月

がたつ。臨界事故の引き金は、現

場作業員3人の作業だった。だが

それをもたらした原因をたどると、

会社の姿勢とリストラ、さらに原子

力産業への管理監督が甘い国の責

任という構図が浮かぶ』（'99.10.30

「朝日新聞」より）

欧米でもトップニュースになった

が、当時経団連などが「産業安全

と危機管理について」異例の企業

への働きかけをしたが、住民には

原子力の危険性についてほとんど

知らせていなかったことに衝撃を

受けた。

政府の「安全対策会議」は、国民

の安全や安心の確保を検討。「安

全文化の創造」、「安全コスト負担」

の重要性を強調する報告をまとめ

たのは平成11年12月であった。

最高レベルの厳しい管理が行わ

れていると思われた原子力関連作

業でも、中小の建設現場と変わら

ない実態が存在すると知ったのは、

約30年前のこと。アメリカ、スリー

マイル島原発事故の後、日本でも内

部告発本が出版された。私にその

実態を説明したのは、福島労働基

準局であった。その前年、東電の

原子力発電所で臨界事故が発生し

ていたことになる。

実は「東海村臨界事故」以後も、

安全は後退を重ねてきたのであった。

「これからの安全」
への手がかり

今年2月、東京の成城方式として

注目される「防犯カメラ400台/住民

による管理」という記事が新聞に

掲載された。犯罪の多発で避けら

れない対策には、住民側の主体的

な行動も大切だと思う。

阪神大震災から11年。昨年、首

都圏でも直下型地震の被災想定が

発表された。帰宅困難者392万人、

エレベーター閉じ込め被害もM7.3

で約1万台になるという。高校生

死亡のエレベーター事故から1年。

国交省は専門メーカーに全国緊急

点検を指示し、「エレベーター管理

の手引き」を作成するという。

規制緩和が進むなかで法規制が

遅れ、生活安全の脅威が増大した。

企業の安全対策の点検改善に、住

民も参加すべき時代といえよう。

昔からの安全と

これからの安全

佐崎昭二
建設労務安全
研究会顧問
中央労働災害防止
協会名誉会員

計画主体による
最終的な決定
さて、計画主体が総合的に判

断するとして、その根拠をどこ

に求めるべきでしょうか。もち

ろん、これには計画を取りやめ

る判断も含まれます。一般に計

画確定行為が正当性を有し、社

会で受容されるためには、計画

の案それ自体が正当であると同

時に、決定に至った手続きも正

当でなければなりません。

市民の多くが両方に納得せず、

その姿勢を堅持しているなら、

仮に計画を確定したとしても、

その後の推進は困難となるはず

です。他方、市民から多くの不

満が表明されていなければ、計

画案は社会で概ね受容されたと

みなせるでしょう。その際、専

門家が個々の専門性に照らし中

立的な立場から一定の判断を示

すことも重要な根拠になります。

市民等や様々な関係機関、専

門家等の意見が出尽くしていれ

ば、計画主体はこれらに基づき、

総合的な判断によって最終的に

計画を決定することになります。

地域のニーズ実現と
PIの成果
しかし、その決定が、地域の

真のニーズに照らした社会資本

の整備であっても、決定によっ

て負の影響を受ける人が必ず存

在します。計画に反対する人も

います。計画主体は苦渋の決断

を行う必要があるわけです。全

員が賛成しない限り決定しない

などと言って逃げられないので

す。PIが紛争リスクを減らすと

いっても、係争の発生は皆無で

はあり得ません。

PIによって、より多くの市民が

納得する、より良い計画が決定

できたとすれば、それは最大の

成果であると思います。ただ同

時に、負の影響を受ける人に十

分配慮する社会的な決断がなさ

れれば、それはPIのもう1つの大

きな成果のはずです。つまると

ころ、これら両方の決断をする

ことが、地域の真のニーズに

合った社会資本の整備のあり方

ではないでしょうか。
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